
第 1 部 序 説

第 1 章 環境問題 の動 向

昭和 3 5 年以降 、 我が国 の経済は 、 高度経済成長、 所得倍増。十画 に よ っ て 加速

度的に成長 し、 物 の生産量は増大 し、 消 費量 も 増加 し た。

そ れに伴 っ て 、 水質の汚濁、 騒音 、 悪臭 、 大気汚染、 廃棄物 に よ る 汚染 な ど、

公害の範囲 は急速に拡大 し て い っ た 。

こ の よ う な 各種の 公害が、 こ れ以上進行すれば 、 国民に と っ て 重大な 影響 を 与

え る こ と と な る た め 、 総合的な 公害対策 を図 る べ く 、 昭和 4 2 年 に 公害対策基本

法が制定 さ れ、 そ の 中 で、 水質汚濁、 騒音、 振動、 大気汚染及び地盤沈下に対す

る 事業者、 地方公共団体の責務等に つ いて公害規制の抜本的強化、 地方公共団体

の権限の強化、 公害防止 の た め の公共事業の推進 の た め の法制の整備が図 ら れた。

本県の環境問題は 、 工場、 事業場か ら排 出 さ れ る 水質の 汚濁 、 騒音、 悪臭 、 大

気汚染 、 産業廃棄物に よ る 汚染等が あ げ ら れ る が公害諸法に よ る 監視、 指導の 徹

底、 県民の 協力 に よ っ て大都市 に見 ら れ る よ う な 大規模な 汚染 の進行は認め ら れ

な い。

しか し な か ら 工場、 事業場及び一般家庭 か ら排出 さ れ る 雑排水等が河川 、 湖沼

等に 影響 を 与 え て い る と 考 え ら れて お り 、 ま た 、 自 動車等輸送機関に よ る 大気 の

汚染、 産業廃 棄物 の不法投棄 等が引 き続 い て存在 して お り 、 こ れ ら の 問題 に つ い

褶- て 今後 と も 十分な 注意 を は ら っ て行 く 必要が あ る 。

こ の対策 と し ては 、 現在国 が進め て い る下水道整備計画 が、 引 き続 き 昭和 5 1

年度 か ら 5 か年 。価 で進め ら れ る こ げこ な っ て いる が、 鳥取県 の下水道普及率は、

昭和 4 9 年度末見込み で、 7 9 パ ー セ ン ト であ り 地域住民の要請に こ た え 県、 市

町村は早急に下水道 を整備 し 、 快適 な生活環境 を整備 し て行か な け ればな ら な い。

ま た 、 最近に お け る 産業活動、 日 常生活に伴っ て排出 さ れ る 各種の廃棄物は 、

ば う 大な 量に及び、 市町村の 処理施設の整備 と 事業者 の実施す る 産業廃物 の 適正

な処理が緊急の課題 と な っ てい る J

県 は昭和 5 0 年 2 月 、 鳥取県産業廃棄物処理。十画 を策定 し 、 事業者、 県 、 市町

村が相協力 して 、 昭和 5 0 年度 を初年度 と し て 5 か年 。十画 を策定 し、 経済 の動向
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を 勘案 し な が ら 、 積極的な事業の推進 を 図 っ て行 こ う と し て い る 。 更に 、 昭和

4 9 年 6 月 に は 国土利用 。十画法が制定 さ れ有限の 資源で あ る土地 の総合的、 。十画

的 な土 地利用の策定 を 図 る こ と が国家的規模で推進 さ れ る こ と に な っ た。

更に 、 昭和 4 9 年 6 月 に は 国土利用 。十画法が制定 さ れ有限 の資源で あ る 土地の

総合的 、 。十画的 な 土地利用の策定 を図 る こ と が 国家的規模で推進 さ れ る こ と に な

っ た。

本県 では既に昭和 4 8 年 7 月 ｢ 当 面の土 地利用 の規制 に つ いて ｣ (知事か ら 市

町村 あ て通知) に よ り 、 各種開発事業 対 し て 県 、 市町村の 指導体制 を実施 し

て き た が 、 新法の施行 に よ り 、 公害の 事業防止 、 自 然環境の 保全 に つ い て 今後 と

も 強 力に 適切な指導が図 られ る こ と に な っ た。

今後 と も 県民が安定 した生活環境 を希求す る 度合は ま す ま す強 ま り 、 豊 か な 自

然、 豊 かな環境 への願望は不可欠 と な っ て く る も の と 思 かれる o

。十画的な 土地利用 、 株序 あ る都 市つ く り そ し て豊 か な 自 然 の保護 等、 長期的

視野に 立 っ て 、 貴重な環境 を保護 し て行かな け れは な ら な い 。
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第 2 章 環境保全対策 の 現状 と 今後 の 対策

本県は他の工業都 市や大都市 の よ う な 規模の大 き な 公害は な い が、 中小企業か

ら の排出水 に よ る 水質の汚濁や産業廃棄物 に よ る 環境汚染、 あ る い は畜産業に よ

る 悪臭、 水質の汚濁 、 ま た÷般家庭か ら排出 さ れ る雑排水 に よ る 水質の 汚濁な ど

が問題 と し て あ げ ら れ る 。

環境保全に対す る 県民の願望は年 々 高 ま っ てお り 公害 の な い環境づ く り 4こ な

お一層 の努力 を必要 と す る と こ ろ で あ る 。

･ 以下、 環境保全の一般現状 と 今後の対策につ い て述べ る 。
“) 大気汚染

大気汚染原因物質 と して は 、 工場等固定発生源か ら排出 さ れ る 硫黄酸化物、

室素酸化物、 ばい じん 、 有害物質 (弗素 、 塩素等) や 、 自 動車 を主発生源と する

一酸化炭素 、 炭化水素 、 窒素酸化物等が あ る 。 こ の ほ か窒素酸化物、 炭化水素

等が、 太陽光線 と の光化学反応に よ り 発生す る 光化学オキ シ ダ ン ト と 呼ばれる

二次的汚染物質があ る 。

こ れ ら 各種汚染物質の う ち現在、 硫黄酸化物 ( S 0 2 ) 、 窒 素酸化物(N○2 )

一酸化炭素 (C O ) 、 浮遊粒子状物質、 光化学オ キ シ ダ ン ト の 5 物質に つ いて

は環境基準が定め ら れ て い る が、 県 が 実 施 し て い る 大気汚染物質常時監視測

定結果では 、 こ れ ら 5 物質 と も 、 環境基準 を満足 して お り 本県 の大気は清浄

であ る と い え る 。

･ ま た 、 県下の 固定発生源 ばい煙、 粉 じん発生施設) は 、 他府県 に比べ 、 そ

の数、 規模 と なこ 少な く 施設の増加率 も低いた め 、 今後、 大気汚染の急激な

進行は考 え ら れな い。

一方、 自 動車排出 ガス に ついて は、 年 々 県 内外車の増加がみ ら れる た め 、 県

では 、 毎年 、 自 動車排出 カ ス に よ る 大気汚染状況調査を行 っ て い る が 現時点

では問題 と な る ほ どの汚染濃度に は至 っ て い な いが 交通事情の変化に よ っ て

は 今後 、 大気汚染の進行す る お そ れがあ る 。

(口) 公共用水域の水質

公共用水域の環境基準は 、 千代川 、 天神川 、 日 野川 の上流部は河川類型A A、

下流部は河川類型A 、 湖山池 、 東郷池及び中海は湖沼類型A と し て 、 ま た美保



湾 、 日 本海沿岸海域は海域類型A と し て 、 そ れぞれ類型 の あ て は め を昭和 4 7

年度 に終わ っ た と こ ろ で あ る 。 し か し 、 これ ら の水域の う ち 全 く 問題の な い水

域は千代川 、 日 野 川及ひ 日 本海 沿岸海域のみてあ 久 こ れに 対 し て 湖 山他、 東郷

池及び中海の閉鎖水域では富栄養化に よ り 水質汚濁が進行 し て お り 、 天神川 て

は下流部に お い て汚濁が認め ら れ る ぅ

水質汚濁防止対策 と し て は 上乗 せ条例の制定 (昭和 4 8 年 1 0 月 規制 対象

地域 、 米 子市 、 境港市 、 日 吉 津村) 鳥取市公共下水道事業 (昭和 2 8 年度着

手、 処理対象 人 口 ( 2 2 3 0 0 人) 米子市公共下水道 事業 (内浜処理場 、 昭

和 4 4 年度着手、 処理対象 人 口 つ ) 0 0 人皆生処理場、 昭和 ぅ 0 年度 着手

処理対象人 口 o o o o 、 青 木処理場 、 昭和 4 7 年度着手 処理対象 人 口 り , 0 0

0 人) 、 天神川 流域下水道事業 (昭和 4 8 年度着手 処理対象 人 口 7 0 2 9 0 /9

東郷池底泥浚深 く昭和 4 9 ~ 5 2 年度 第一期 。 r画 浚渓面積 o 6 7 Km 2 ) 等 を

実施 し て い る と こ ろ て あ り 、 こ れ ら の 事業の 早期完 了 に よ り 水 質の 汚濁の進行

を早急に 〈 い と め な け ればな ら な い。

回 騒 音

昭和 4 9 年 9 月 1 7 日 鳥取市 、 米子市 に つ い て騒音規制地域の 変更 、 拡大

を行い、 昭和 5 0 年 5 月 3 0 日 、 倉 吉市 、 境港市 に つ い て新た に 規制地域の指

定 を 行 っ た 。

こ の ほ か 、 鳥取県公害防止条例に よ り 、 全県下 、 すへ て の事業活動に伴 っ て

発生す る 深夜 の騒音の 規制 を も 行 っ て い る 。

騒音苦情は 、 住居 と 工場、 事業場の混在地域に 多 く 発生 し 、 そ の 被害範囲 は

狭い。 各種公害の中 で も 特に地域性の高 い も の で あ り 、 個 々 の騒音発生源 の対

策 の ほ か、 企業 の集団化、 適正な都市 。十画 等の対策が必要であ る。

し か し 、 自 動車騒音に つい て は 、 運行台数の増加 、 車体の 大型化等に よ り 特

に道路沿線に おい て 大き な影響 を 与 え て お り 県 の 測定結果で も 、 道路に 面す

る 地域で騒音の境境基準 を 上回 る 地点か多 く 今後、 自 動車排出 カ ス 問題 と と

も に 、 総合的 な 対策 の検討が必要であ る 。

し) 悪 臭

昭和 4 6 年 、 悪臭防止法の施行に伴 い、 現在 ま でに 4 市 1 4 町 1 村 て期制区

域の指定 を行い 、 法で定 め る 5 種の悪臭に つ いて 規制 し て い る 。

悪臭の苦情は 、 畜産業、 サー ヒ ス 業、 食品加工業、 ノ ル プ製造業等に 関す る
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も の と な っ て い る 。 悪臭の原因物質は そ の 発生源に よ り 一律 でな く 、 ま た そ の

発生源 も 多岐に わ た っ て い る た め 、 こ れ を完全に防止す る こ と は極め て 困難で

あ り 、 ま た悪臭は感覚的要素が多い た め 、 地域住民の被害意識 も 一様でな い等

複雑 な 面が あ る 。 昨年度県下の規制地域内に お け る 実地調査では 2 7 パ ー セ ン

ト の事業所が規制基準値 を超 え る 結果に と ど ま っ て お り 、 法規制が住民意識 と

は 必ず し も 一致 し て い な い側面 を示 して い る り

悪臭防止対策 と して は 、 施設の改善、 あ る い は場所移転等が あ げ ら れ る が、

多 く は中小企業者 で あ り 、 経費 の 負担能力｢ 移転先等難問題が多 く 今後強 力な

行政指導が必要で あ る 。 ◆

国 そ の 他

① 休廃止鉱山の鉱害

岩美鉱山 、 百谷鉱山は抗水中 に含 ま れた重金属に よ っ て 、 河川 、 土 じ ょ う

の 汚染が認め ら れた が、 幸い カ ト ゥ ム に よ る 健康被害は認め ら れな か っ た魚

岩 美鉱山 に つい て は く昭和 4 7 ~ 4 9 年度) 国 の補助 を受 け て 、 県が坑水の

処理施設 を設置、 百谷鉱山につ い て は く昭和 4 8 年度) 農業用水路の新設、

流域水 田 の客土 を事業者に 行わせ た。

そ の 他の休廃止鉱山は搦査済 ( 1 4 鉱山) で あ り 重金属の問題 は なか

っ た。

② 水銀等重金属に よ る環境汚染、 食品汚染は 、 環境庁 を中心 と す る 水銀等汚

染対策推進会議を 設置 し 、 魚介類の安全基準の 設定、 水銀の排 出規制、 環境

調査そ の 他の対策が と ら れ て き た 。

本 県 では 、 県 内 の主要河川 、 港湾の 水質、 底質調査、 土 じ ょ う と 農作物調

査及び魚介類調査を実施 し た が、 分析結果は総水銀の濃度は低 く 、 人為的な

濃厚汚染 が認め ら れ る 地域は な く 、 ま た健康被害が懸念 さ れる 魚介類の 総水

銀 も すべ て暫定的規制値以下であ っ た 。

●
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